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)奥越地域地場産業振興センター福 井 県道北地域旭川地場産業振興センター北 海 道
丹後地域地場産業振興センター京 都 府八戸地域地場産業振興センター青 森 県
南大阪地域地場産業振興センター大 阪 府盛岡地域地場産業振興センター岩 手 県
大阪産業振興機構置賜地域地場産業振興センター山 形 県
西播地域地場産業振興センター兵 庫 県栃木県南地域地場産業振興センター栃 木 県
但馬地域地場産業振興センター桐生地域地場産業振興センター群 馬 県
奈良県広域地場産業センター奈 良 県秩父地域地場産業振興センター埼 玉 県
和歌山県地域地場産業振興センター和歌山県新潟県県央地域地場産業振興センター新 潟 県
島根県石央地域地場産業振興センター島 根 県十日町地域地場産業振興センター





今治地域地場産業振興センター愛 媛 県高岡地域地場産業センター富 山 県
高知県産業振興センター高 知 県飛騨地域地場産業振興センター岐 阜 県
久留米地域地場産業振興センター福 岡 県静岡県西部地域地場産業振興センター静 岡 県
日田玖珠地域産業振興センター大 分 県一宮地場産業ファッションデザインセンター愛 知 県














































































































































































































































































































































































































④基 本 財 産　２，７５０万円
⑤理　事　長　太田大三
⑥役 員 構 成　理事２４名、監事２名、評議員２３名、運営委員２５名
⑦監　　　事　谷村長三郎（矢巾町町長）、佐藤光一（岩手県紙器工業組合理事長）
　　　　　　　（昭和６２年５月３０日現在）








































































































































































































































































































































































































































































































１．基 本 財 産 運 用 収 入
２．事 業 収 入
３．補 助 金 収 入
４．負 担 金 収 入
５．雑 収 入
６．特 定 預 金 取 崩 収 入
７．固 定 資 産 売 却 収 入
８．繰 入 金 収 入
９．受 託 事 業 収 入
△４，７７８，２２９９６，５０９，３２３５７，０３３，７１６５７９，７４４，００７７２８，５０８，８１７当 期 収 入 合 計
１，３３２，９８０５，７４５，９８０４０，４５０，７３７４７，５２９，６９７前 期 繰 越 収 支 差 額


















































































１．需 要 開 拓 事 業 費
２．情 報 提 供 事 業 費
３．新 産 業 開 発 事 業 費
４．新技術新商品開発支援事業品
５．コ ー デ ィ ネ ー ト 推 進 事 業 費
６．デ ザ イ ン 開 発 支 援 事 業 費
７．管 理 費
８．借 入 金 返 済 支 出
９．特 定 預 金 支 出
１０．固 定 資 産 取 得 支 出
１１．繰 入 金 支 出
１２．諸 支 出
１３．予 備 費
１４．食 堂 事 業 費
１５．マグネシウムプロジェクト事業費
１６．環 境 分 野 産 業 振 興 事 業 費
△４，７７８，２２９９７，８４２，３０３５７，６８５，１２５５６２，００２，８７２７１２，７５２，０７１当 期 支 出 合 計
０△１，３３２，９８０△６５１，４０９１７，７４１，１３５１５，７５６，７４６当 期 収 支 差 額























































































































































































△１３日２９０日２７７日利 用 日 数
△３．４％８０．６％７７．２％稼　働　率
△３７，７６０，６３５円１６４，２５４，３８０円１２６，４９３，７４５円使用料収入


















































委 託 料 収 入
運用財産利息収入
基本財産運用収入
基 金 運 用 収 入
委 託 事 業 収 入
雑 収 入
繰 入 金 収 入
７７４１３２，０８４，０７９４，０９９，３１５１３６，１８４，１６８当 期 収 入 合 計
２７２，１１１０３，６６０，３００３，９３２，４１１前期繰越収支差額





















什 器 備 品 費
繰 出 金
１７０，９４５１３２，０８４，０７９４，６３５，２４５１３６，８９０，２６９当 期 支 出 合 計
△１７０，１７１０△５３５，９３０△７０６，１０１当 期 収 支 差 額
１０１，９４００３，１２４，３７０３，２２６，３１０次期繰越収支差額
出所：同財団法人の資料
が生かされた結果である。また施設整備の目的である「イベントの増加と大型イベントの開催に対
応し、地域産業等の振興を図る」ことについても、概ねも初期の目標が達成されている。
このように、新潟市産業振興センターの利用状況が好調を堅持し続けているのは、この施設の整
備および管理運営に携わる多くの人々の努力がその要因の一つにあげられると同時に、この地域周
辺には新潟市産業振興センターのような多目的利用できる施設がなかったことが最大の要因として
あげられる。
一般に、機能的に不足している施設を整備すれば、事業が成功するわけではない。施設を整備す
る際には、施設内容や規模などについて綿密な基本構想の検討が必要であることは論を待たない。
「新潟市産業振興センター」を整備するにあたっては、基本構想（庁内の検討）の立案から基本計
画の決定まで２年もの歳月をかけて、種々の観点より検討した結果が新潟市産業振興センターの成
功に大きな役割を果たしたといえる。また、この施設は民間施設ではなく「公共公益施設」である
点も、施設の特徴としてさまざまな観点で大きく役立っている。
今後の新潟市産業振興センターの方向については、今後整備が予想される類似施設との関係性が
重要になるが、これまで以上の利用効率の向上を目指して事業展開を進めると同時に、センターの
運営管理業務以外の他の事業について取組みを図ることにより、さらなる事業の発展を期待するも
のである。
Ⅴ　新潟県新潟市新潟インダストリアルプロモーションセンター―公民連携
により地域産業の活性化を図るため設立された地域産業振興財団の例―
１　地域概況
わが国の日本海側のほぼ中央に位置し、信濃川河口に開けた新潟市は、日本海側で最大の人口を
有し、上越新幹線や関越自動車道、特定重要港湾である新潟港、また国際空港の新潟空港があり、
「陸・階・空」の交通体系が揃った全国に類をみない交通の要衝地である。
２１世紀環日本海時代を向かえ、日本海側の拠点都市として対岸諸国との交流、貿易の中心都市と
して期待が高まっていいる。
２　法人設立の経緯・目的
このような状況の中、新潟市が果たすべく役割は年々重要になっている。新潟市では、産業発展
のため市の産業の中心的な存在である中小企業の活性化に重点を置き、新規事業として地域の中小
企業の活性化を推進するための中枢的な役割を果たす組織として、新潟市が「新潟インダストリ
アルプロモーションセンター」の設立を計画したことに端を発する。
当財団は、新潟市およびその周辺市町村において中小企業が営む工業等について、その生産品の
紹介、人材確保に対する支援、経営指導、技術の普及等に関する事業を行うことにより、地域産業
の健全な育成および振興を図り、もって活力ある地域経済社会の形成並びに地域住民の生活向上お
よび福祉の増大に寄与することを目的に設立されたものである。
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３　事業化の特徴
当財団は、地域産業の活性化を目的に設立されたものであるが、中でも中小企業における販路拡
大を主たる目的として活動を行っている。
また財産に関する特徴としては、１９９４年３月に「地域産業育成基金」（通称基金）が創設され
た。この基金は、新潟市より１億円、新潟県・国より４億円が出捐され創設されている。
基本財産は８９，４６０千円である。基本財産は、新潟市より５０，０００千円、民間企業等より３９，４６０千
円（１９２社）が出捐された。また基金として、地域産業育成支援基金（基金）が５００，０００千円
ある。基金は、新潟市より１００，０００千円、新潟県・国より４００，０００千円が出捐され創設された（図２）
４　事業概要
新潟インダストリアルプロモーションセンターの業務内容は、次のとおりである。
展示会の開催その他の地域生産品の紹介等に関する事業として、１）新潟メッセ開催事業：地
元産業界を一同に集め、製品の展示・紹介及び業界や企業のを行い、普段知られる機会の少ない
地元の優秀な製品、技術を市民に知ってもらい、産業に対する理解と認識を深めてもらうと同時に、
企業の販路拡大、異業種間の交流を促し、本市産業の振興と活性化のために開催する事業である。
２）業種別見本市、展示会参加事業：本市製造業より出展製品を募集し、全国各地において開催さ
れる見本市・展示会に参加し、商社・ユーザーを対象に、地元企業の製品・技術を紹介・普及し、
企業の受注・販路拡大を図る。企業の人材確保に対する支援に関する事業、経営の合理化、従
業員の教育等経営上の問題についての指導に関する事業として、１）経済講演会開催：専門家を招
き、経営者、幹部社員等を対象に経済情勢等の講演会を開催、２）業種別経営セミナー：本市製造
業の経営問題の解決や経営戦略を探るため、業種別の業界ニーズに応じたセミナーを開催。３）経
営相談：中小企業が抱えている経営問題について、アドバイザーが直接訪問し、その相談に応じて
セミナーを行う。新技術・新型機械等の普及・紹介に関する事業、地域産業界の同業種間及び
異業種間の交流促進に関する事業、企業情報の収集及び提供に関する事業として、１）企業デー
タバンク事業：本市製造業の製品・技術状況、販路・販売先等の状況を収集した企業データバンク
の内容充実を図り、新規取引の促進を図る。２）企業および製品・技術冊子作成事業：業種別に
企業冊子を作成し、販路拡大を促進する。業種別見本市参加事業に併せて作成し、商社・バイ
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図２　新潟インダストリアルプロモーションセンター
出所：同財団法人の資料より作成
ヤーに配布し、活動に努める。３）情報誌発行事業：財団のを兼ねて、販路拡大等の事業の
成果及び普及を目的に、情報誌を年４回発刊する。その他前条の目的を達成するために必要な事
業：企画調査事業は、販路拡大を推進する中枢機能として企画検討委員会を開催し、各事業の企画・
立案をする。また、業界団体の代表と意見交換を実施し、業界のニーズを把握し今後の企画立案に
役立てる。
５　財団の概要
①名　称　財団法人新潟インダストリアルプロモーションセンター
②設　立　１９９１年１１月１１日
③所在地　新潟市学校町通１番町６０２番地１　新潟市産業経済局商工労働部商工振興課内
④代表者　会長　長谷川義明（新潟市長）
⑤財　産　基本財産８９，４６０，０００円、地域産業育成支援基金（基金）５００，０００，０００千円
⑥組　織　会長、理事会１４名、監事２名、企画検討委員会９名、実行委員会（見本市）、事務局７
名（専任２名・兼務５名）
６　１９９４年当時の経営概況
１９９４年当時の経営・運営概況は表２２のとおりである。
７　２００４年度の事業決算概況
　　事業概要
２００４年度の事業報告より実施された主要な事業をあげると、次のようなものがある。
地域活性事業として、①講演会・セミナー、１）産業活性化講演会の開催、２）新潟ビジネス
フォーラム２００５の開催、３）ファイナンスセミナーの開催、②広域連携推進事業、１）「食の新たな
可能性を探る」―新津会場―、２）「日本経済の動向と地域経済」―白根会場―、３）「地域商工業
の市町村合併を生かす途」―豊栄会場―、４）「新潟地域企業大交流会」―新潟会場―、③相談事業
（専門家の派遣）、④技術支援コーディネーター事業、⑤情報収集・提供事業がある。
また、新潟ビジネスメッセ開催事業として、「新潟ビジネスメッセ２００４開催事業」、（３）販路拡
大事業として、①業種別見本市・展示会参加事業、②見本市出展事業費補助金がある。
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表２２　収支計算書総括表（１９９４年４月１日から１９９５年３月３１日まで）
　支出の部 （単位：円）
経済講演会開催費 ２１２，３９６
経営相談事業費 ０
管理費 ９３０，３７６
地域産業育成支援事業費 ３６，４４０，３６４
当期支出合計 ３７，５８３，１３６
当期収支差額 ２，６６９，２０５
次期繰越収支差額 ２，６７０，６９０
　収入の部 （単位：円）
基本財産運用収入 １，６８７，０６０
地域産業育成支援基金運用収入 １６，６２６，６８０
事業収入 ８，９３０，０００
負担金収入 １２，９９９，５００
雑収入 ９，１０１
当期収入合計 ４０，２５２，３４１
前期繰越収支差額 １，４８５
　　収入合計 ４０，２５３，８２６
出所：同財団法人の資料
　　決算概況
２００４年度の決算報告による収支は、表２３のとおりである。
８　地域への事業波及効果
地域への波及効果については、新潟市における製造業の見本市の参加者が増加するとともに、参
加社の商談成立が増えたことがあげられる。
９　問題点・課題
問題のひとつに、基本財産額や地域産業育成支援基金より生まれる果実、すなわち、財産運用収
入は低金利情勢を背景に極めて少ない。そのため、基本財産等の運用益を前提とした事業などは縮
小を余儀なくされているが、低金利が続く限り致し方がない、やむを得ない事態である。
一方、地元中小企業の支援など地域産業の活性化を目的にしているにも関わらず、企業の積極的
な参加が得られないことは問題である。このような状況を反映していることから、企業等に対する
アンケート調査の回収率もよくないのが現状である。
今後は、財団の存在や活動を積極的に企業等にして多くの企業に認識してもらえるように努
めると同時に、企業側に対しては意識の改革を強く要請していく必要がある。
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表２３　新潟インダストリアルプロモーションセンター一般会計収支計算書
平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで
（単位：円）
備　　　考差　　　異決　算　額予　算　額科　　　目
△８，６８９
△１，３６５，７６８
△２００，０００
１，５３９，２８２
８７２
２６，６８９
１５，９２５，７６８
１６，７００，０００
５，４６０，７１８
１２８
１８，０００
１４，５６０，０００
１６，５００，０００
７，０００，０００
１，０００
Ⅰ　収入の部
１　基本財産運用収入
２　事業収入
３　負担金収入
４　補助金収入
５　雑収入
△３４，３０３
△２５３，０４９
３８，１１３，３０３
９，５５８，０４９
３８，０７９，０００
９，３０５，０００
当期収入合計
前期繰越収支差額
△２８７，３５２４７，６７１，３５２４７，３８４，０００収入合計
１，５３９，２８２
△３９６，９６０
２，６７５，９１０
４０６，４３０
１，２００，０００
５，４６０，７８１
３１，３９６，９６０
４，５８４，０９０
５１７，５７０
０
７，０００，０００
３１，０００，０００
７，２６０，０００
９２４，０００
１，２００，０００
Ⅱ　支出の部
１　地域産業活性化事業費
２　新潟ビジネスメッセ開催事業費
３　販路拡大支援事業費
４　管理費
５　予備費
５，４２４，６６２
△５，４５８，９６５
４１，９５９，３３８
△３，８４６，０３５
４７，３８４，０００
△９，３０５，０００
当期支出合計
当期収支差額－
△５，７１２，０１４５，７１２，０１４０次期繰越収支差額－
出所：同財団法人の資料
（注）
各事例については、それぞれ取材・ヒアリング当時の各担当者等より、提供していただいた資料・
データをもとに執筆している。
　新潟県十日町市十日町地場産業振興センターの事例については、①出井信夫編著『公私協
力方式と第３セクター方式の研究　№２』（１９９８年３月、地域計画研究所）の第２部１章「地域
振興・地域活性化を推進する典型的な第３セクター」１４８１５５頁。②博士学位論文『第３セクター
の経営実態と今後のあり方に関する一考察―実態分析に基づく地域政策論的研究―』の第５章
「複合機能型公共施設の整備と第３セクター」の諸論文を踏まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）
特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
　岩手県盛岡市盛岡地場産業振興センターの事例については、出井信夫編著『第３セクター
の事業家と運営実態資料集』（１９８８年９月、綜合ユニコム）の第３編「地域産業の振興を目的に
設立された第３セクターの活動事例、財団法人盛岡地域地場産業振興センター―地域産業振興
の中核拠点施設として展開される「盛岡手づくり村―」（１６５１７４頁）の論文を踏まえ、「本学２００５
年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
　新潟県県央地域地場産業振興センターの事例については、出井信夫編著『公私協力方式と第
３セクター方式の研究　№１』（１９９６年５月、地域計画研究所）の第２部第４章「公共公益施設
を管理運営する新潟県の主な第３セクター」（１６３１７０頁）の論文を踏まえ、「本学２００５年度（平
成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
　新潟県新潟市新潟地域産業振興センターの事例については、出井信夫編著『公私協力方式と
第３セクター方式の研究　№１』（１９９６年５月、地域計画研究所）の第２部第４章「公共公益施
設を管理運営する新潟県の主な第３セクター」（１７１１７９頁）の論文を踏まえ、「本学２００５年度
（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
　新潟県新潟市新潟インダストリアルプロモーションセンターの事例については、出井信夫
編著『公私協力方式と第３セクター方式の研究　№１』（１９９６年５月、地域計画研究所）の第２
部第４章「公共公益施設を管理運営する新潟県の主な第３セクター」（１８０１８４９頁）の論文を踏
まえ、「本学２００５年度（平成１７年度）特別研究費」の研究助成を受けて加筆した論文である。
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